
時の動き●2001.9 ─60─

施策
の
紹介

東
海
地
震
対
策

東
海
地
震
が
起
こ
る
と
い
わ
れ
て
か
ら
二
十
年
。
こ
の
間
の
新
た
な
学
術
的
見
地
な
ど
を
踏
ま
え
た

地
震
対
策
を
進
め
て
い
く
た
め
に
、
こ
の
三
月
、「
東
海
地
震
に
関
す
る
専
門
調
査
会
」
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。

調
査
会
で
は
、
東
海
地
震
の
発
生
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
再
評
価
と
、
災
害
が
発
生
す
る
と
予
想
さ
れ
る
範
囲
の
調
査
検
討
な
ど
を
行
っ
て
い
ま
す
。

東
海
地
震
と
は

駿
河
湾
か
ら
四
国
沖
（
駿
河
ト
ラ
フ

か
ら
南
海
ト
ラ
フ
）
に
か
け
て
の
プ
レ

ー
ト
境
界
で
は
、
有
史
以
来
、
マ
グ
ニ

チ
ュ
ー
ド
８
ク
ラ
ス
の
大
規
模
地
震
が

百
年
か
ら
百
五
十
年
程
度
の
間
隔
で

発
生
し
て
い
る
こ
と
が
判
明
し
て
い

ま
す
。

一
八
五
四
年
に
南
海
ト
ラ
フ
沿
い
に

発
生
し
た
安
政
東
海
地
震
の
際
、
駿
河

ト
ラ
フ
沿
い
の
破
壊
も
同
時
に
起
こ
っ

た
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
前
回
の

大
規
模
地
震
で
あ
る
一
九
四
四
年
の
東

南
海
地
震
で
は
未
破
壊
の
ま
ま
取
り
残

さ
れ
て
お
り
、
駿
河
ト
ラ
フ
沿
い
に
大

規
模
な
地
震
が
発
生
す
る
可
能
性
が
高

い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
こ
の
予
想
さ
れ

る
地
震
が
「
想
定
東
海
地
震
」
で
す
。

大
規
模
地
震
対
策

特
別
措
置
法

東
海
地
震
対
策
に
つ
い
て
は
、
昭
和

五
十
三
年
に
策
定
さ
れ
た
大
規
模
地
震
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対
策
特
別
措
置
法
に
基
づ
い
て
指
定
さ

れ
た
東
海
地
域
の
静
岡
県
を
は
じ
め
と

す
る
六
県
百
六
十
七
市
町
村
の
地
震
防

災
対
策
強
化
地
域
に
お
い
て
、
観
測
及

び
測
量
を
強
化
し
、
地
震
予
知
に
万
全

を
期
し
て
い
ま
す
。
地
震
の
発
生
が
予

知
さ
れ
た
場
合
は
警
戒
宣
言
を
発
し

て
、
住
民
の
避
難
や
道
路
の
交
通
規
制

な
ど
の
地
震
防
災
応
急
対
策
を
講
じ
る

こ
と
に
よ
り
、
被
害
の
抑
制
を
図
る
こ

と
に
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
同
地
域
内
に
お
い
て
、
避
難

地
、
避
難
路
、
消
防
用
施
設
と
い
っ
た

地
震
防
災
施
設
な
ど
の
整
備
を
重
点
的

に
推
進
し
て
い
ま
す
。

東
海
地
震
に
関
す
る

専
門
調
査
会
を
設
置

平
成
十
三
年
一
月
の
中
央
省
庁
の
再

編
に
伴
い
、
中
央
防
災
会
議
も
一
層
の

機
能
強
化
と
活
性
化
を
行
う
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。
東
海
地
震
に
つ
い
て
は
、

平
成
十
三
年
一
月
二
十
六
日
の
中
央
防

災
会
議
に
お
い
て
、
内
閣
総
理
大
臣
か

ら
、「
大
規
模
地
震
対
策
特
別
措
置
法
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「東海地震に関する専門調査会」における検討�

　東海地震については、平成13年1月26日の中央防災会議において内閣総理大臣から、「大規�

模地震対策特別措置法の成立以来、四半世紀が経過しており、その間の観測態勢の高密度化・�

高精度化や観測データの蓄積、新たな学術的知見等を踏まえて、地震対策の充実強化について�

検討する」よう指示があった。�

　これを受け、学識者からなる「東海地震に関する専門調査会」を設置し、東海地震が発生し�

た場合に、強い震動や津波等により著しい災害が発生すると予想される範囲についての調査検�

討を行い、秋ごろを目途に結論を得ることにしている。�

東海地震に関する専門調査会（3月14日からこれまで6回開催）�

この20数年間の観測データの蓄積等から得られた知見�

地震動及び津波波高等の算出�

著しい被害を受ける地域等の検討�

（強化地域の見直しが必要な場合）�

○地震防災対策強化地域指定の見直し（大規模地震対策特別措置法に基づく）�
○東海地震対策の再点検・見直しの検討�
　●地震防災基本計画等の見直し�
　　●予知を前提とした避難・警戒態勢（警戒宣言）�
　　●地震防災施設の整備�
　●観測・測量体制の強化見直し�

想定震源域の検討�
（6月19日に中間取りまとめ）�

地震動、津波等の�
予測手法の検討�
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新たな想定震源域と中央防災会議による想定震源域

新たな想定震源域と現行の地震防災対策強化地域�

岐阜�

長野�

山梨�
東京�

神奈川�

静岡�

愛知�

駿河トラフ�

新たな想定震源域案�

中央防災会議（1979）�
による想定震源域�

　地震防災対策強化地域�
 （1979）�

: 新たな想定震源域案�

: 中央防災会議（1979）による想定震源域�
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東海地震に関する専門調査会の検討の流れ�

著しい被害を受ける範囲（直前予知を含む�
防災対策を実施すべき地域）はどこまでなのか�

各地域での予想される地震の揺れの強さや�
津波の高さはどれくらいか�

・地下のプレートの状況の把握�
・未破壊領域や固着している部分の推定�
・被害予測手法の進歩�
・ＧＰＳ等の進歩による地殻運動の正確な把握�
・海底の地形や地殻構造の詳細な把握�
・過去に起きた地震の震源域の詳細な推定�
・シミュレーション解析による地表変形や地中応力の変化の推測�

この20数年間の観測データの蓄積等から得られた知見�

直前予知の可能性を踏まえた想定震源域は�
どんな位置、形状なのか�

（6月19日、中間取りまとめ）�

より正確な予知や、より的確な防災対策に反映�

地
震
の
揺
れ
の
強
さ
や�

津
波
の
高
さ
の�

予
測
手
法
の
検
討�

〈前回の想定震源域〉�

プレートの形状がまだ�
よく分からなかったの�
で、単純な長方形の平�
面を震源域として仮定�

〈今回の想定震源域案〉�

プレート同士が固着して�
いる領域を反映した実際�
の立体的なプレート形状�
にあわせた震源域�
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の
成
立
以
来
四
半
世
紀
が
経
過
し
て
お

り
、
そ
の
間
の
観
測
態
勢
の
高
密
度

化
・
高
精
度
化
や
観
測
デ
ー
タ
の
蓄

積
、
新
た
な
学
術
的
知
見
等
を
踏
ま
え

て
、
地
震
対
策
の
充
実
強
化
に
つ
い
て

検
討
す
る
」
よ
う
指
示
が
あ
り
、
そ
の

た
め
の
専
門
調
査
会
を
設
置
す
る
こ
と

が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
を
受
け
、
溝
上
恵
・
中
央
防
災

会
議
委
員
を
座
長
と
し
、
そ
の
ほ
か
十

五
人
の
学
識
者
な
ど
か
ら
な
る
「
東
海

地
震
に
関
す
る
専
門
調
査
会
」
を
設
置

し
、
東
海
地
震
の
発
生
の
メ
カ
ニ
ズ
ム

（
予
想
震
源
域
、
断
層
モ
デ
ル
）
を
再
評

価
し
、東
海
地
震
が
発
生
し
た
場
合
に
、

強
い
震
動
や
津
波
に
よ
り
著
し
い
災
害

が
発
生
す
る
と
予
想
さ
れ
る
範
囲
に
つ

い
て
調
査
検
討
を
行
っ
て
い
ま
す
。

「
東
海
地
震
に
関
す
る
専
門
調
査
会
」

で
は
検
討
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
、
そ

の
検
討
課
題
の
専
門
性
に
か
ん
が
み
、

大
ま
か
に
「
主
と
し
て
震
源
モ
デ
ル
を

検
討
す
る
会
合
」
と
「
主
と
し
て
地
震

動
の
分
布
に
つ
い
て
検
討
す
る
会
合
」

に
分
け
、
検
討
を
行
っ
て
い
ま
す
。

三
月
十
四
日
に
第
一
回
専
門
調
査
会

が
開
催
さ
れ
る
な
ど
、
こ
れ
ま
で
六
回

の
専
門
調
査
会
が
開
催
さ
れ
、
第
六
回

会
合
に
お
い
て
は
、
新
た
な
知
見
等
を

踏
ま
え
た
想
定
東
海
地
震
の
震
源
域
が

取
り
ま
と
め
ら
れ
ま
し
た
。

今
後
、
想
定
東
海
地
震
が
発
生
し
た

場
合
に
著
し
い
被
害
を
受
け
る
範
囲
に

つ
い
て
検
討
し
、
お
お
む
ね
秋
ご
ろ
を

目
途
に
検
討
結
果
を
ま
と
め
、
中
央
防

災
会
議
に
報
告
す
る
こ
と
に
し
て
い
ま

す
。
そ
の
結
果
、
強
化
地
域
な
ど
の
見

直
し
が
必
要
と
判
断
さ
れ
る
場
合
に

は
、
大
規
模
地
震
対
策
特
別
措
置
法
の

規
定
す
る
手
続
に
従
い
、
強
化
地
域
を

見
直
す
と
と
も
に
、
必
要
な
防
災
対
策

を
講
じ
て
い
く
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

（
内
閣
府
）
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地震防災対策強化地域指定等の流れ�

中央防災会議で総理指示�1月26日�
平成13年�

東海地震に関する専門調査会における検討開始�3月14日�

内閣総理大臣が強化地域指定について諮問（大震法第3条）�

〔強化地域の見直しが必要な場合〕�

関係都道府県知事の意見聴取�

新しい想定震源域を中央防災会議に報告（中間報告）�

　8月10日：地震動と津波の試算と検証（第7回会合）�
　9月21日：地震動や津波の広がり（予定）�
 10月15日：被害の広がり（予定）�

　6月19日：想定震源域について取りまとめ（第6回会合）�

6月28日�

（秋ごろ目途）�

東海地震に関する専門調査会を設置（中央防災会議決議）�
専門委員を任命・指名（内閣総理大臣任命・中防会議会長指名）�

東海地震対策の再点検・見直しの検討�
○地震防災基本計画等の見直し�
　・予知を前提とした避難・警戒体制（警戒宣言）�
　・地震防災施設の整備計画�
○観測・測量体制の強化見直し�

強化地域見直しにつき�
内閣総理大臣に答申�
�

東海地震に関する専門調査会（最終回）で�
検討結果を取りまとめ、中央防災会議に報告�

強化地域指定専門調査会（仮称）における検討�

地震防災対策強化地域指定の見直し指定（公示）（大震法第3条）�
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東海地震対策の推進�

岐阜県�
1市�

長野県�
16市町村�

愛知県�
1市�

埼玉県�

東京都�

神奈川県�
19市町�

山梨県�
56市町村�

静岡県�
74市町村� 予

想

震

源

域�

駿

河

ト

ラ

フ�

相

模

ト

ラ

フ�

50km 0 100km

　東海地震については、大規模地震対策特別措置法（昭和53年制定）に基づき、静岡県を
中心とする6県167市町村を地震防災対策強化地域に指定し、対策を講じている。�

〔東海地震に係る地震防災対策強化地域及び予想震源域〕� 地震防災対策強化地域の指定�

地震予知のための観測・測量の強化�

（Ｈ12.2現在）�

・地震計約210か所、歪計約40か所、　
　傾斜計約50か所、伸縮計約10か所、　
　潮位計約25か所、地下水位計約10か所�

予防対策の推進�

・「地震防災対策強化地域における地震対策
　緊急整備事業に係る国の財政上の特別措
　置に関する法律」（議員立法）に基づき避難
　地、避難路等の整備を推進�
・税制上の特例により、動力消防ポンプ、
　防災用井戸等の整備を推進�

予知を前提とした避難・警戒体制の構築�

・中央防災会議による「地震防災基本計画」
　の作成（平成11年7月に修正）�
・指定行政機関・指定公共機関による「地震
　防災強化計画」の作成�
・民間事業者等による「地震防災応急計画」
　の作成�

ひずみ�

東海地震と東南海・南海地震�

四　国�九　州�

京都�

紀伊半島�

A B C D E

南海トラフ�

1605年�

破壊領域�

○慶長地震（M7.9）�

○宝永地震（M8.4）�
　　　　　死者5,038人�

○東海地震（M7.9）�
　　　　　死者1,251人�
○南海地震（M8.0）�
　　　　　死者1,330人�

○東海地震：東南海地震（1944）で歪みが解放されず、安政東海地震（1854）から約150年間大地震が発生していないため、�
　相当な歪みが蓄積されていることから、いつ大地震が発生してもおかしくないとみられている。�
○東南海・南海地震：おおむね100～150年の間大隔で発生しており、今世紀前半での発生が懸念されており、中部圏、近畿圏�
　などの防災対策を早急に確立していく必要がある。�

○安政東海地震（M8.4）�
　　　　　死者2,658人�

駿河トラフ�

1707年�

102年�

↔

1944年�
1946年�

2001年�

?

90年�

南海地震�

南海地震� 東南海地震�

東南海地震�

↔

空白域�
147年�

1854年�

147年�

↔

東海地震?
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